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国内においては、戦後の造林地が主伐期を迎えるとともに、農林水産省が策定した

「森林・林業再生プラン（平成 21 年 12 月）」において木材自給率５０％の目標が設

定されており、林業用種苗の生産についてもこれに対応できる体制づくりをしておく

必要がある。しかしながら、種苗生産業事業体の減少、採種園を管理・運営している

都道府県の育種部問の縮小によって、今後の供給能力の低下が懸念される。 

一方、我が国の林木育種は、精英樹の選抜育種を開始以来５０年以上が経過し、現

在では育種種苗が山行苗の主体を占めるに至ったものの、国外においては、北米・オ

セアニア諸国では林木育種の成果を林業経営に大きく反映するとともに、次世代化に

よる改良を進めており、我が国は遅れている状況にある。 

そこで、育種及び原種・種苗供給体制の現状を分析することで課題を摘出し、解決

方策を見出すとともに、総合的なロードマップを策定することで、現在選抜が進んで

いる性能が格段に向上した第２世代精英樹の選抜、採種園・採穂園の造成、苗木生産

体制の確立及び第３世代精英樹開発の推進を図る必要がある。 
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�

我が国の林木育種は、優良な種苗の確保を通じて林木の成長量の増大と品質の改良

を図ることを目的として、昭和２９年に精英樹選抜育種を開始した（「林木育種の実施

について（31 林野第 11236 号）」）。成長の早いこと、単位面積当たりの収穫量が多い

こと、幹が通直であること、病気や虫の害がないこと等を基準に「精英樹」（第 1世代

精英樹）を約９，１００本選抜した（スギ 3567 本、ヒノキ 943 本、カラマツ 574 本

他）。その精英樹を林木育種場（当時）がつぎ木で増殖した苗（原種苗）をもとに、都

道府県が採種園・採穂園を昭和３２年から造成し、山行苗となる種穂を種苗生産者へ

供給してきた。現在、スギ・ヒノキの山行苗の７０％をこうした育種種苗が占める。 
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同時に、精英樹を評価するための検定林を各地に約２千箇所造成した。検定林は、

植栽した立地差の影響を除いて評価するため、統計学に基づいて設定された試験地で

あり、定期的に調査を行い、成長等の特性を評価している。この評価結果に基づき、

成長等に優れた品種２９３品種、少花粉品種１９０品種等多様な品種を開発するとと

もに、採種園の原種の入替、第２世代精英樹の母集団を育成するための交配親を選択

した。 
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昭和５５年からは、第２世代の精英樹を選抜していくための母集団として、成長、

材質等に優れた精英樹間の人工交配によるＦ１の創出を開始し（昭和 55 年～平成 19

年）、約９，１００組合せ、２１万個体のＦ１を植栽した検定林を造成してきたところ

である（８８箇所、５８ha）。 

 

（海外との比較） 
我が国には「苗木半作」という言葉があるが、オーストラリア種子センターでは、

育種の有用性を示す“Good seed does not cost ? It pays.（優良種子は高くつかない。
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儲かる）”という標語が使われている。 

北米・オセアニア諸国では、林業の大規模経営の割合が多く、経営意欲・投資意欲

が強く、経営のコスト意識が高い。造林者は経営コストの低減に有効な育種種苗を求

め、種苗生産業者はより育種の進んだ効果的な原種を求めている。育種の効果に対す

る認識も広く行き渡っており、最小のコストで最大の利益をもたらすのが育種であり、

コスト低減に見合った苗木向け対価を払うのが当然であるとの認識がある。 

このようなことから、欧米・オセアニア諸国では成長形質を重視し、検定結果の精

度を高めることよりも世代を重ねることで育種効果を上げることに成功している。ま

た、我が国よりも林木育種の開始が遅かった北米（1960 年代～）では、既に第３世代

の精英樹選抜を進めている。このように、伐期の長い北欧と比べても我が国は次世代

化が遅れている状況にある。 
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１０年後には５０年生以上の高齢級の人工林の割合が６割を占め、我が国の人工林

は資源の造成期から主伐等による資源の利用期へと移行することから、伐採後の更新

を確実に推進するため、優良な苗木の供給体制の整備が必要とされる。 

林業収益性の悪化から伐採されても再造林が行われない造林未済地が問題化してお

り、林業採算性向上のためには、地拵えから植林・保育に係る初期投資の縮減が重要

であり、特に初期成長の優れた苗木の開発が期待されている。 

 

�

低コスト林業・林業再生に資するためには初期成長に優れた品種の早期開発が必要

不可欠であり、育種については従来の手法を繰り返すのではなく、育種そのものを高

速化していくことが極めて重要である。課題はその手法が我が国では確立していない

ことである。 

�

  （初期成長の優れた品種の開発） 
第２世代の改良効果を検定林の１０年次の平均材積で比較すると、第１世代に比べ

F
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て２倍以上となる候補木が現れている。初期成長の優れた第２世代品種の開発によっ

て、下刈り等の省力化に寄与していくことが期待できる。伐採から造林のサイクルを

確立するためには、初期投資の縮減に寄与する種苗の確保が必要である。 

 

（第２世代の選抜と改良効果） 
第２代～第 3世代の改良を進めるにあたり、近交弱勢を回避しつつ、改良効果を上

げるためには、第２世代について一定数以上の母数が必要とされる。そこで、全国に

成育している第２世代の候補木群（F1 検定林）の２１万個体（８８箇所）について、

その成長量、諸適性を評価し、第２世代たるスギ５００クローン、同ヒノキ２００ク

ローンを早急に絞り込んでいく必要がある（全数達成は平成２８年度）。 

 

（育種期間の短縮化－待たれる第３世代） 
スギの樹高では、１０年次と２０年次との間に高い相関関係（０．８以上）が示さ

れることが実証され、早期の選抜（育種期間の短縮）が可能となった。このため、こ

れまで４０年かけて検定・選抜していたものを、１０年次の成果で選抜することが可

能となった。そこで、第２世代開発プロセスを利用しつつ、早急に第３世代の活用へ

と進めていくことが必要である。 

   

（育種技術の進展）
立木状態のまま迅速かつ簡便に材質を測定し、選抜できる技術開発をしたほか、ト

レーサビリティーを保証・達成しうる新たな系統管理技術も一部開発済みである。こ

れらは、成長・材質に優れた品種の開発、原種一本一本の品質の保証を可能にするも

のである。高速育種を実現するために

は、これらの技術の実用化及び開発の

ための研究インフラを整備していく必

要がある。 
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①造林面積の減少による苗木需要の減少とそれに伴う苗木生産業者の減少、②採種

園・採穂園を管理している都道府県の予算・要員の減少による採種園・採穂園の管理

水準の低下等が林木育種に係るアンケート調査（都道府県）から窺えた。 

 

�

我が国の採種園は都道府県が造成し、１箇所当たりの面積はスギで２．２ha と小規

模であるのに対し、北米では３０ha 前後、オーストラリアでは１００ha を超え、大規

模な種子精選施設を保有している。 

種子価格は我が国のものよりも高く、改良度合いのグレードによって異なっている。

協同組合方式の場合には、組合員以外への種子の販売にはロイヤルティーを上乗せて

いる。 
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海外では交配を繰り返し、育種世代の

進んだ種穂を活用した苗木生産が進んで

いる。苗木の生産規模は、我が国の苗木

生産者あたり平均生産本数が約５万本で

あるのに対し、アメリカでは年間１千万

本以上を生産する大規模生産者も存在す

る。 

コンテナ苗の普及も進んでおり、カナ

ダＢＣ州では苗木の大半はコンテナ苗で、

大規模生産者ではコンテナに自動播種す

る装置を導入している。 

 

 

�

林業生産活動が停滞し、種苗供給体制が弱体化する中で、次世代種苗の早期普及と

そのための種苗供給体制の確立が求められる。このため、次の方策を講じていくこと

が必要である。 

（第２世代採種園・採穂園の早期造成）
   第２世代精英樹を早期に普及するためには、その基となる第２世代で構成された

採種園・採穂園が必要となる。そこで、第２世代による採種園・採穂園の早期造成

を図るため、林木育種センターにおいては原種の配布計画を立てるとともに、各都

道府県においては、広域連携を含めた受入体制の整備が必要である。 

  （採種園における種子の安定生産技術・システムの確立） 
品質の高い次世代種子を早期に提供するため、外来花粉の影響の排除、ヒノキ採

種園のミニチュア化等のための技術開発を行う必要がある。 

  （第２世代種苗を用いた実証試験） 
第２世代精英樹の優れた成長等を実証するとともに、植栽方法等を検証するため、

植え付け本数を変えて植栽するなどの展示効果を狙った試験を実施する必要があ

る。 

（第２世代種苗を用いたコンテナ苗の育苗技術の開発）
コンテナ苗は山出し時期を調整しやすく、伐採直後に植栽することにより、地拵

えを不要とする。また、植え付け工程もアップするなど、苗畑で育苗する裸苗より

 

2,500 W  
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も造林経費の削減に大きく寄与することが期待できる。このコンテナにさらに初期

成長の良い次世代種苗を用いることでさらにその効果の高まりが期待できる。この

ため、次世代種苗にあった育苗期間の短縮化による先進的なコンテナ苗の育苗技術

を開発する必要がある。 

  （第２世代種苗を用いた施業体系、収穫予想表の検討） 
苗木規格にはじまり、植栽本数、下刈り回数から収穫表の作成等まで、施業技術

の体系化を行う必要がある。 

  （林木原種価格の見直し） 
海外の苗畑業者等はグレードを反映させた価格で種子を購入し、苗木を生産して

いる。我が国では、地域ごとに若干異なるが、スギで 100 円前後である。 

なお、今般の「独立行政法人の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性

について（平成２２年 11 月 26 日：政策評価独立行政法人評価委員会）」及び「独

立行政法人の事務事業の見直しの基本方針（同年 12 月 7 日：閣議決定）」において

「優良種苗の普及及び都道府県のニーズに配慮しつつ、生産コストの検証も行った

上で価格の設定を行い、林木原種の配布収入の拡大を図るものとする」旨の指摘が

なされたところである。 
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（ロードマップ） 
格段に優れた第２世代精英樹を活用し、さらに第３世代の開発を加速化するため、第

２世代の原種の普及と採種園の造成を促進するとともに、高速化育種技術を取り入れた

第２世代開発・普及のロードマップを示す。 

�

�

�

（第 2世代精英樹普及の必要性） 
採種（穂）園の改良等が難しくなってきている状況を踏まえ複数都道府県が広域連

携しつつ運営をしていくべきとの意見もある中で、林業再生に資するよう、林業用種

苗の需要増加に対応できる供給体制を強化するとともに、現在選抜が進んでいる成長
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が格段に優れた第２世代精英樹等の早期普及を図るためには、新たな原種・種苗の供

給体制を構築することが重要である。 

 

 （高速育種運営会議及び技術戦略委員会） 
原種、種苗の供給体制について、我が国においては、森林総合研究所林木育種セン

ターと都道府県が連携・協力して精英樹選抜等を行ってきた経緯があることを踏まえ、

次世代精英樹等の普及促進に意欲のある様々な関係組織が、新たに設置するプラット

ホーム「高速育種運営会議」の中で連携しつつ、広域的な協調を図っていくことが必

要である。 

また、第 2世代精英樹の早期普及を図るためには、採種園における早期の種子採種

技術、コンテナ苗による育苗期間の短縮化技術等の開発、植栽本数・植栽方法下刈回

数等の施業方法の確立、収穫予想表等の作成が必要であり、学識経験者等からなる「技

術戦略委員会」の意見を踏まえつつ、高速育種運営会議において共同研究・連携につ

いても連絡・協議調整を行っていくことが必要である。 

同時に第 3世代精英樹についても、育種技術の高度化による育種期間の短縮化を図

り、早期の開発が必要である。 

なお、「高速育種運営会議」は種子の配布区域等を考慮し、育種基本区毎に設置すべ

きである。 

 

（原種の配布方法） 
一方、第 2世代精英樹の原種については平成２４年度から供給可能であるが、当初

は供給量が少ないことから、多数に分散配布し優良種苗の確保に向けた採種（穂）園

の造成に支障が生じることがないよう、ある程度集中して配布することが必要である。    

このため、第 2世代精英樹の普及ＰＲ等を図る観点から、原種配布を希望する都道

府県を公募し、採種(穂)園造成、種子生産・配布、植栽及び植栽後の調査の計画、普及・

宣伝方策等の提案書の提出を受けた上で決定するほか、複数の都道府県による共同提

案（採種（穂）園造成は 1つの都道府県）を導入していくことも必要と考えられる。 

なお、民間からの配布希望については、都道府県を通じた申請とすることも必要と

考えられる。 

 

（第２世代の原種・種苗供給体制） 
林業再生に資するよう、林業用種苗の需要増加に対応できる供給体制を強化すると

ともに、成長が格段に優れた第２世代精英樹等の早期普及を図るため、次世代精英樹
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等の普及促進に意欲のある関係機関が連携し、広域的な協調を図っていくためのプラ

ットホーム（高速育種運営会議）を中核とした新たな原種・種苗供給体制のモデルを

示す。 
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�

第 2世代精英樹の早期普及を図るための採種園における早期の種子採種技術、育苗期

間の短縮化技術等の開発及び第３世代の開発を促進するため、高速育種運営会議におい

て共同研究・連携の強化を図る。第３世代開発のロードマップを示す。 
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（研究会の構成メンバー）�

委員：  

� �

� �

� � � �

� �

� �

� � �

� �

� �

� � � � � � � � � � � � � � � � � �  

事務局： 

�

オブザーバー： 

�

�
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（活動経過） 
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用用語の解説
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